
下水道使用料改定率（単価による比較）

使用料収入÷年間有収水量＝使用料単価（Ｈ３１～Ｈ３３年度平均）

８８５，３７２千円÷５，１２１千㎥＝１７２．８９円/㎥

・Ｈ３１年度～Ｈ３３年度 ： 使用料対象経費（維持管理費分）

（１６５,３５６＋１７３,９９５＋１７７,３１７）千円＝ ５１６,６６８千円（Ａ）

・Ｈ３１年度～Ｈ３３年度 ：使用料対象経費（資本費分）

（８０２,０７６＋７９７,７８５＋７７４,０１９）千円＝２,３７３,８８０千円（Ｂ）

維持管理費分（Ａ）×回収率＋資本費分（Ｂ）×回収率

年間有収水量（Ｃ）
＝改定後の単価

・Ｈ３１年度～Ｈ３３年度 ： 年間有収水量

（５,１２１＋５,１２１＋５,１２１）千㎥＝ １５,３６３千㎥（Ｃ）

前回会議資料３－２、Ｐ１０において、「平成２８年度（決算）における使用料単価」と「算定期間（平成３１年度～平
成３３年度）における改定後の使用料単価」を比較して改定率を算出していましたが、改定を実施せずとも自然に
増える使用料収入（平成２８年度比 ＋30,122千円/年度）までも改定率の算定に含んでおり、本来の改定率とは
齟齬が生じていたため、算出根拠を見直しました。

資料４－２



改定案３

•Ａ １００％・Ｂ ９５％回収

•収入不足 ３９,５６５千円

•改定率 ４．３６％

•改定後単価 １８０．４２円/㎥

•標準家庭使用料 ２,８９６円/月

改定案２（旧改定案４）

•Ａ ９５％・Ｂ １００％回収

•収入不足 ８,６１１千円

•改定率 ７．８５％

•改定後単価 １８６．４７円/㎥

•標準家庭使用料 ２,９９３円/月

１０

改定案４（旧改定案１）

•Ａ・Ｂ ９５％回収

•収入不足 ４８,１７６千円

•改定率 ３．３８％

•改定後単価 １７８．７４円/㎥

•標準家庭使用料 ２,８６９円/月

改定案１（旧改定案２）

•Ａ・Ｂ １００％回収

•収入不足 なし

•改定率 ８．８３％

•改定後単価 １８８．１５円/㎥

•標準家庭使用料 ３,０２０円/月

※収入不足は、Ｈ３１～Ｈ３３年度の平均額。 標準家庭使用料は、現行の２,７７５円に改定率を乗じたもの。

※朱書きは、前回資料から変更があった箇所


